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序序序序                    文文文文 

 

独立行政法人国際協力機構は、2009年11月10日にスーダン共和国と締結した討議議事録（R/D）

に基づき、2010年3月より地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）の枠組みによる「根寄

生雑草克服によるスーダン乾燥地農業開発プロジェクト」を5年間の計画で実施しています。 

当機構は、プロジェクト開始から約4年半が経過した2014年9月に、当機構農村開発部 専任参事 

鍋屋 史朗を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、スーダン共和国側のカウンターパート

と合同でこれまでの活動実績並びにその結果について終了時評価を行いました。  

本報告書は、同調査団によるスーダン共和国政府関係者等との協議及び終了時評価調査結果等

を取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを

願うものです。 

最後に、本調査にご協力頂いた内外の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表します。 

 

平成27年3月 

 

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長    北中北中北中北中    真人真人真人真人 
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評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国 名：スーダン共和国 案件名：根寄生雑草克服によるスーダン乾燥地農

業開発プロジェクト 

分 野：農業開発（生物資源） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 農業・農村開発 

第二グループ第四チーム 

協力金額：約 3 億 5,000 万円 

協力 

期間 

2010 年 3 月～ 2015 年 2 月（5 年

間） 

先方関係機関：スーダン科学技術大学、高等教育・

科学研究省、農業灌漑省、科学コミュニケーショ

ン省、ガダーレフ州農業・灌漑省、農業研究機

構 

日本側協力機関：神戸大学、大阪府立大学、鳥取

大学 

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

スーダン共和国（以下「スーダン」と記す）を含むサブサハラ地域において、根寄生雑草ス

トライガは、ソルガム、ミレット等の主穀の生産を阻害する最大の生物的要因であり、その損

害は年間 1 兆円、被害人口は約 3 億人と推計される。スーダンでは、農村部貧困層の中核を成

す小規模農家（小農）を担い手とした伝統的天水農業が、全耕作面積の約 50％である 700 万

ha において営まれている。乾燥条件下、低投入により同じ土地で主穀物を連作せざるを得ない

状況が、ストライガの発生を助長しているとされ、経営状況の苦しい小農ほど生産が低下する

という悪循環が形成されている。 

1994 年以降、スーダン科学技術大学（Sudan University of Science and Technology：SUST）と

神戸大学の共同により、ストライガの研究が進められ、その生理生態の解明に大きく貢献した。

しかしながら、ストライガの生理生態はまだ科学的に解明されていない部分が多く、スーダン

の食料安全保障、貧困問題に深刻な影響を与えていることから、効果的な防除方法確立のため

の研究能力の強化が求められている。 

このような状況のなか、これまでのストライガ研究の成果を踏まえ、科学的なストライガ防

除のための知見蓄積を目的とした地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology 

Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）プロジェクトがスーダン政府より

要請された。またそれに並行し、神戸大学より独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and 

Technology Agency：JST）に対しストライガ研究申請が行われたことを受けて、2010 年 3 月よ

り 2015 年 2 月までの 5 年間の協力が実施された。SUST は、本プロジェクトの実施機関として

他のカウンターパートである農業研究機構（Agricultural Research Corporation：ARC）や、ガダ

ーレフ州農業・灌漑省（Gedaref State Ministry of Agriculture and Irrigation：GSMAI）とのストラ

イガ防除研究を引導し、神戸大学は本プロジェクトの研究代表機関として、スーダン側研究者



 

ii 

や技術者に対するストライガ防除技術開発やデータ収集・機材管理に係る人材育成に努めた。 

本プロジェクトでは、ストライガの発芽誘導物質の人工的抽出による防除や、選択的除草剤

の検索、宿主からの養水分収奪機構の解明等の自然科学的研究と、伝統的な防除知識、防除の

新技術に対する農民の受容性等の社会科学的調査を並行し、ストライガ防除に効果的な技術開

発が進められた。また、ガダーレフ州の 6 カ村において農民圃場学校（Farmers’Field School：

FFS）が組織され、農民やプロジェクト関係者の間で、防除技術や情報の共有が行われた。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

新たなストライガ対策の普及が進展する。 

 

（2）プロジェクト目標 

スーダン科学技術大学（SUST）のストライガ対策にかかわる研究・開発・普及（Research, 

Development and Extension：RDE）能力が向上する。 

 

（3）成 果 

成果 1：革新的なストライガ防除技術が開発される。 

成果 2：農民のストライガ管理のための取り組みが改善される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

専門家派遣：長期 2 名（業務調整）、短期 57.6 人月（複数回） 

研修員受入れ（本邦）：カウンターパート研修及び大学等における研究活動：11 名 

機材供与：約 1 億 1,000 万円 

ローカルコスト負担：約 2,360 万円 

相手国側： 

カウンターパート配置：延べ 23 名〔SUST より 13 名、ARC より 5 名、GSMAI より 3

名、科学コミュニケーション省（Ministry of Science and Communication：MSC）及び

財務国家経済省（Ministry of Finance and National Economy：MFNE）より各 1 名〕 

プロジェクト運営費：約 1,650 万円 

土地・施設提供： 

SUST 内のプロジェクト執務室、付帯資機材及び水道・電気設備 

SUST 及びガダーレフ州 ARC 内の実験圃場・用地の提供 

SUST 内ストライガ研究室拡張及び新研究棟用地の提供 
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２．評価調査団の概要 

調 査 者 

 

 

 

 

 

日本側 

鍋屋 史朗  団長/総括 JICA 農村開発部 専任参事 

花田 博之  協力企画 JICA 農村開発部 農業・農村開発第二グループ 

第四チーム 専門嘱託 

板垣 啓子  評価分析 株式会社 国際開発アソシエイツ シニアコンサルタント 

スーダン側 

Prof. Migdam E.  総括 Director, The National Center for Research, Ministry of 

Abdelgani        Science and Communication 

調査期間 2014 年 9 月 6 日～2014 年 9 月 22 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 成果・目標の達成度 

＜成果１：革新的なストライガ防除技術が開発される＞ 

本成果達成のために設定された 6 課題はいずれも研究成果が得られ、本成果の達成のめどが

立っている。調査時における各課題の成果は以下のとおりである。 

課題 1：新規自殺発芽誘導物質（T-010）が合成され、ポット試験・土壌試験において効果

が検証された。 

課題 2：土壌から多くの糸状菌と細菌を分離し、ストライガ防除効果をもつ微生物を特定し

た。 

課題 3：根寄生雑草の発芽時に特徴的な炭素源・窒素源を特定し、それらの代謝阻害による

発芽抑制効果を確認した。 

課題 4：ストライガと宿主作物の気孔密度・開度の差異に基づく宿主養水分収奪機構が解析

された。 

課題 5：イネ・ソルガムのストライガ抵抗性試験が行われ、選定された 6 品種から環境適応

性の評価を経て 2 品種が特定された。 

課題 6：ストライガの寄生を抑制するゴマ品種を選抜したほか、コムギ・ミレット・ヒマワ

リ・ササゲ等の抵抗性/耐性を評価し、新規輪作体系を考案した。 

 

＜成果 2：農民のストライガ管理のための取り組みが改善される＞ 

本成果達成のための以下の 2 課題についても既に実施され、高い達成見込みが得られている。 

課題 7：農家家計における経済的制約の軽減が新技術受容性の条件として特定された。生産

者・消費者の嗜好について調査票調査が実施され、結果の取りまとめが最終段階で

ある。 

課題 8：ストライガ対処法の共有に向けた FFS が 24 回実施され、展示圃場でのストライガ防除

効果と、それに起因する高い収量が報告されている。 

 

＜中間レビューにおける提言への対応状況＞ 

中間レビューにおいて、運営管理面及び技術面に関する以下 4 項目の提言がなされ、本調査

においてそれら提言への対応状況を確認した。 
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① プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改訂 

中間レビューで使用された評価用 PDM（PDMe）が 2012 年 12 月 25 日に行われた合同

調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）において、PDM 第 2 版として承認された。 

② 研究用機材の活用及び維持管理 

SUST ストライガ研究室に勤める技術職員（Technician）に本邦研修の機会（2013 年 6～

8 月）を提供した。帰国直後及び 3 カ月後、6 カ月後には日本側研究者が短期専門家とし

てスーダンを訪問し、スーダン側独自で活動を継続できるよう、ストライガ研究室の装置

を使ってフォローアップを行った。 

③ ストライガ研究室の若手研究者の能力育成 

中間レビュー以降に、若手研究者 2 名の国外流出が起こったため、彼らの更なる能力向

上には至らなかったが、他の研究員については理論と実践の充実した指導を通じて、自立

した研究活動を支援する取り組みを行った。なお、スーダン人研究者が国際学会の一つで

ある北米農村社会学会で農業経営経済学的調査の成果を発表した。 

④ 成果 2 に係る活動の円滑な実施の推進 

FFS の活動はスーダン国内でも注目されており、スーダン政府から、FFS 運営にかかわ

る助成金を受けるだけでなく、活動に理解を示した二つの銀行（Bank of Sudan 及び 

Sudanese Agricultural Bank）からも助成金を獲得しており、FFS に係る活動が今後も円滑に

進むことが期待できる。 

 

＜プロジェクト目標達成の見込み＞ 

SUST 農学部にストライガ研究室が設置されており、常勤の研究員 2 名、技術員 3 名が勤務

しているほか、国立研究センター（National Center for Research：NCR）、ARC の研究員も研究

活動に参加している。ストライガ研究室の年次予算計画はあるが、中期的な予算計画は策定さ

れていない。ただし、SUST 農学部は、雑草研究のための新研究センター構想を有しており、

学部内及び ARC 関係者から成る検討委員会を設置して具体的な計画内容の検討を開始した。

同センター設立検討を通じて、長・中期的な予算についても検討が進むものと思われる。SUST

研究者の業績に関しては、これまでに 15 本の研究論文発表、17 本の学会発表がスーダン側の

研究者により行われた。以上のことから、プロジェクト目標達成の見込みについては一定の期

待がもてると判断された。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

ストライガ被害はスーダン全土で農業生産に実害を及ぼしており、農民からのストライ

ガ対策に関するニーズが高い。本案件実施機関 SUST を所管する高等教育・科学研究省及

び農業灌漑省においても、ストライガは農業生産に被害をもたらす深刻な課題と認識さ

れ、本案件の成果に強い期待を抱いている。2012 年に策定されたわが国の対スーダン共和

国国別援助方針は、貧困削減及び食料安全保障に貢献することを掲げており、本案件はス

ーダンの政策ニーズ、わが国の援助方針と照らして妥当性が高いといえる。 
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（2）有効性：高い 

各成果のための活動は着実に達成に向けて進捗しており、プロジェクト目標の達成に寄

与している。協力期間終了時までに、プロジェクト目標は達成されると考えられる。 

 

（3）効率性：高い 

スーダン・日本側双方からの投入は、スーダン人カウンターパートの頭脳流出の問題を

除きおおむね適切であった。本プロジェクトのためにスーダン政府が支出したローカルコ

ンポーネント（予算）は、ストライガ研究室の拡張工事、新研究棟（分子生物学）建設に

利用された。 

 

（4）インパクト：高い（正のインパクト） 

本プロジェクトを通じて、多数の大学院生も、ストライガ防除の研究にかかわる機会を

得た。ガダーレフ州のデモンストレーション農家では、ソルガムの生産性が大きく向上し、

FFS は、ガダーレフ州の他のプログラムにも応用されつつある。FFS に参加した農家は、

外部支援を得やすくするために、自ら農民組織化を図りつつある。負のインパクトは見当

たらない。 

 

（5）持続性：中程度 

スーダンの政策が農業の重要性をうたっていること、雑草研究センター構想が立ち上がっ

ていることは、政策的・制度的な持続性を確保する要因となっている。一方で、予算面の

持続性は、ひとえに雑草研究センターの具現化にかかっており、また、ストライガ防除の

支援等を受けるための農民のグループ化には、GSMAI からの継続的な支援を必要として

いる。なお、プロジェクトに参加した研究員や普及員は、ストライガ防除に係る研究・普

及を実践する能力を獲得しているが、農民レベルでは、肥料・除草剤・農業機械といった

ストライガ防除技術の導入に必要な投入資材の入手可能性が不透明なため、技術的持続性

については中程度との判断となった。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること：該当なし 

（2）実施プロセスに関すること：  

一部のカウンターパートがプロジェクト以外の助成を受け研究活動を行った。また、ガ

ダーレフ州の FFS 活動に関しても、スーダン銀行・農業銀行からの資金的支援が得られた。

これらの追加的な外部支援は、円滑な活動進捗と成果の産出に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること：該当なし 

（2）実施プロセスに関すること：  

2013 年作期には旱魃のため、FFS の展示圃場においても収量が低下した。収穫が皆無と

なった周辺圃場に比べ、展示圃場では収穫があり、技術の効果は確認されたものの、技術

普及の効果には否定的な影響が及んだ。 



 

vi 

３－５ 結 論 

成果における各指標もほぼすべてにおいて協力期間内に達成見込みであり、ストライガ防除

に係る SUST 及び協力機関の研究能力が、プロジェクトを通じて向上したことから、プロジェ

クトは、当初予定どおり 2015 年 2 月に終了が可能と判断される。ただし、ストライガ防除研

究を継続するために、雑草研究センター構想の具現化が必要である。 

 

３－６ 提 言 

（1）協力期間終了までに取り組むべき活動 

1）雑草研究センター（Weed Research Center）構想の具現化に向けた支援 

SUST 農学部による雑草研究センター（仮称）構想は、プロジェクトの各課題（研究）

の継続と発展のために重要な計画である。同構想の具現化に向けて、プロジェクトの日

本側チームは、可能な限りの支援（情報提供等）をスーダン側に対して行う。 

2）実験機器の使用マニュアル 

中間レビュー時の提言の一つに、「SUST ストライガ研究室に供与された実験機器の維

持管理・保守のためのカウンターパート研修」がある。本編４－２（2）に記述のとお

り、神戸大学で研修を受けた技術員（Technician）が、今やストライガ研究室の実験機器

管理（分析から機器及び研究試薬等の保管管理）を一人で担えるまでになっている。一

方、煩雑かつ使用上の注意を要する機材（高速液体クロマトグラフ：試料中の各成分を

分離し含有量を測定する機器、ガスクロマトグラフ：気化しやすい化合物の同定・定量

分析に用いられる機器）もあることから、これら機材の使用マニュアルの作成が必要で

ある。日本人専門家が、同マニュアルの作成を支援予定であり、プロジェクト期間内に

作成し、カウンターパートへ引き継ぎを行う。 

 

（2）協力期間終了後、スーダン側関係機関が取り組むべき活動 

1）Center of Excellence（COE）の政府承認 

中間レビューの際に期待されていた高等教育・科学研究省による SUST 農学部の COE

（教育・研究・人材育成拠点機関）政府承認（農業部門）は、現在も省内で検討中であ

る。高等教育・科学研究省へ表敬の折、COE 公認となった場合、優秀な学生の入学促進

や授業料・生活費補助、研究者の海外派遣、スタッフの新規雇用、少額の資機材・消耗

品購入費補助といった恩恵が生まれるとのことであった。早期の COE 承認を依頼した。 

2）予算の確保  

プロジェクト終了後は、ドナー国・機関及び当該国政府からの支援予算が少なくなり、

往々にしてプロジェクト活動は大きく減じられるので、実施機関（SUST）のみならず

協力機関（NCR、ARC、ガダーレフ州）もそれぞれでの予算確保を期待する。 

 

３－７ 教 訓 

（1）研究施設・機材を整備することが困難な途上国にあっては、援助等によって整備された

施設・機材の有効利用をいかに図るかが肝心である。その点において、他機関のストライ

ガ研究者にも、SUST ストライガ研究室の門戸を開いている SUST 農学部の方針は、頭脳

流出が頻繁なスーダンにおける大学、政府研究機関の研究者・学生に広く利用の機会を与
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える意味で、有用な方針と考えられる。 

 

（2）プロジェクトは、実施機関 SUST のみならず、NCR、ARC、GSMAI 等、複数の協力機

関が関与するものであり、また、成果 1 と 2 のプロジェクトサイトが車で 6 時間の距離に

あったことから、関係者のコミュニケーションが懸念された。しかし、関係者の調整努力

により、大きな問題を生ずることなく、プロジェクトを成功に導くことができた。 

 

（3）スーダン側及び日本側の研究代表者はストライガ防除研究において、20 年以上の関係を

築いており、それは今後も継続するものと思料。本プロジェクトのような研究事業に限ら

ず、共通の課題に取り組むなかで、強固な信頼関係の存在は、持続的な活動を行ううえで

不可欠なものといえる。 
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Summary of the Results of Evaluation Study 

I. Outline of the Project 

Country: Sudan 

Project Title: The Project on Improvement of Food Security in 

Semi-arid Regions of Sudan through Management of Root 

Parasitic Weeds 

Issues/Sector: Agricultural 

Development (Biotic Resources) 
Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in Charge:  

Rural Development Department 
Total Cost： 350,000,000 Yen 

Period of 

Cooperation 

March 2010 – 

February 2015 

Partner Country’s Implementing Organization: 

Sudan University of Science and Technology (SUST), Ministry 

of Higher Education and Scientific Research (MHESR), 

Ministry of Agriculture and Irrigation (MoAI), Ministry of 

Science and Communications (MSC), Gedaref State Ministry of 

Agriculture and 

Irrigation (GSMAI), Agriculture Research Cooperation (ARC) 

Supporting Organizations in Japan: 

Kobe University, Osaka Prefecture University, Tottori 

University 

Related Cooperation: Technical Cooperation Projects  

None in particular 

1. Background of the Project 

Root parasitic weed which is known as “Striga” is one of the most serious biological factors that harm 

production of gramineous species such as sorghum, millet and rice within semi-arid regions of 

Sub-Saharan Africa including Sudan. Sorghum and millet, the main hosts of the parasite and the main 

staple food for Sudanese populace, are planted in millions ha. It is said that 300 million people’s lives 

are affected by the weed; as a result, Sudanese government has faced serious food security issues. The 

need for simple, inexpensive methods which control Striga at the early development stage and suit for 

resource poor mostly illiterate, subsistence farmers is imperative. 

In order to exploit preventive methods against Striga, Sudan University of Science and Technology 

(SUST) and Kobe University, Japan have collaborated since 1994 and contributed to clarification of 

Striga’s biological and ecological characteristics. Having said that, various aspects for controlling 

Striga have not yet scientifically been clarified; therefore, it is strongly required to develop innovative 

techniques to prevent damage by Striga for strengthening food security and poverty reduction in Sudan. 

To this end, “Project on Improvement of Food Security in Semi-Arid Regions of Sudan through 

Management of Root Parasitic Weeds” (hereafter referred to as “the Project”) under the scheme of 

SATREPS (Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development) has been 

implemented for five years from March 2010 to February 2015, following the signing of the Record of 

Discussions (R/D) on 10th November 2009. 

 

2. Project Overview 

(1) Overall Goal 

Extension of new Striga control measures progresses. 

(2) Project Purpose 
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Research, development and extension (RDE) capacity of Sudan University of Science and 

Technology (SUST) to manage Striga is improved. 

(3) Outputs:  

Output 1:  Innovative technologies to control Striga are developed. 

Output 2:  Farmers’ practice to manage Striga is ameliorated. 

 

(4) Inputs (by the end of August 2014) 

Japanese Side: 

Dispatch of Experts: Long-term Experts (Coordinator): 2 persons 

                 Short-term Experts : Total of 57.6M/M 

Provision of Equipment: 1.06 million US Dollars 

Bearing of Local Operation Cost: 0.2 million US Dollars 

Training and Research Activities participated by Counterpart Personnel in Japan: 11 persons 

Sudanese Side: 

Counterpart personnel: 23 persons (SUST: 13 persons, ARC: 5 perspons, GSMAI :3 persons, 

MSC: 1 person, MFNE: 1 person) 

Operational Expenses: 159,000 US Dollars 

Land and Facilities: Office spaces with office furniture and electricity at SUST 

Facilities and experimental fields of the Striga Research Laboratory 

 

II. Evaluation Team 

Members 

of the 

Evaluation 

Team 

< Japanese Team> 

Leader 

Mr. Shiro NABEYA 

Senior Advisor to the Director General, Rural Development Department, 

JICA 

Project 

Planning  

Mr. Hiroyuki HANADA 

Project Officer, Rural Development Department, Team 4, JICA 

Evaluation 

Analysis 

Ms. Keiko ITAGAKI 

Senior consultant, International Development Associates Ltd. 

  

<Sudanese Team> 

Leader 

Prof. Migdam E. Abdelgani  

Director, The National Center for Research,  

Ministry of Science and Communications 

  
 

Period of Evaluation: 6 – 22 September 2014 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

III. Results of Evaluation  

1. Achievements 

1-1. Achievement of Outputs 

(1) Output 1: Innovative technologies to control Striga are developed.  (Most likely to be achieved) 

To attain the output 1, the Project has carried out the researches on the six subjects. Experiments 

and verifications were conducted mainly at the Striga Research Laboratory in SUST. 

Achievements of each subject are as follows. 

Subject 1: The Project has worked on the structural determination of strigolactone, and a Striga 

germination stimulant, T-010, was synthesized to induce suicidal germination. 
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Subject 2: The Project has isolated and identified microorganisms which have the potential to 

interfere and/or arrest early developmental stages of Striga through laboratory and pot 

experiments. 

Subject 3: Based on the metabolic analysis, carbon and nitrogen sources for the germination of 

root parasitic weeds were identified and inhibition of sugar metabolisms was confirmed 

to have preventive effects on seed germination. 

Subject 4: The differences in photosynthetic capacity, stomatal conductance and transpiration rate 

between Striga and host plants were analysed in terms of translocation mechanisms. 

Subject 5: The Striga resistance of the selected varieties was examined through pot experiments 

two varieties (Umgar and NERICA 5) indicated high resistance. 

Subject 6: A sesame variety with suppression effects on Striga was selected through evaluation 

using rhizotron method and hydroponic culture.  Varieties of sunflower, wheat, 

cowpeas have also been evaluated as potential crop for rotation or mix cropping to 

mitigate Striga damage 

 

(2) Output 2: Farmers’ practice to manage Striga is ameliorated.  (Most likely to be achieved) 

Subject 7: Economical and technical capacities among the farmers were identified as factors that  

affect the degree of acceptance of the new technologies such as application of herbicide 

to control Striga. As for the preferences of sorghum varieties, data have already been 

collected from about seventy samples, which are at the final stage of processing and 

analysis. 

Subject 8: The Project has organized 24 Farmer’s Field Schools in 3 localities in Gedaref. Weekly 

meetings were conducted throughout the cropping season, and supervised by the 

extension department of GSMAI. The techniques to control Striga, together with other 

basic cultural management practices, are taught in these FFS. 

 

1-2. Measures taken to address the Recommendations made at the Mid-term Review 

(1)  Revision of Master Plan 

The revised Master Plan as summarized as PDMe was duly approved as PDM version 2 at the JCC 

meeting held on December 25, 2012. 

 

(2)  Utilization and maintenance of equipment for research 

The Project has provided guidance on the basic operations and maintenance of the equipment. In 

addition to the researchers, one of the technicians of the Striga Research Laboratory participated in the 

training in Japan in 2013, which contributed to the further technology transfer particularly in this 

regard. These training in Japan were effectively augmented by the dispatch of a Japanese expert at 

three and six months after the training to provide follow-up guidance in the Striga Research 

Laboratory. 

 

(3)  Capacity Development for Output 1 

One young researcher per year participated in the JICA training course on Integrated Pest Management 

(IMP) over the years from 2010 to 2013, upon which the young scholars had opportunities to be 

guided by the Japanese researchers in Japan.  In Sudan, at the Stirga Research Laboratory, many 

graduate students were also involved in the Project who could also guided by the Project team 

members. By the time of the Study, 17 research papers were published and 17 presentations were made 
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by the Sudanese researchers. Unfortunately, two young researchers have left Stirga Research 

Laboratory in 2012. 

 

(4)  Enhancement of smooth implementation of the activities for Output 2 

There has been a Japanese researcher joined the research on Subject 7 since 2012, in close 

collaboration with the Sudanese researchers who had worked on the subject since the beginning of the 

Project. However, it should unfortunately be admitted that the activities on Subject 8 were mostly 

carried out by the Sudanese team members while the Japanese researcher who has been stationed in 

SUST for longer period of assignment occasionally took part in a part of the monitoring.   

 

1-3. Prospect for Achievement of the Project Purpose 

The Striga Research Laboratory of SUST is a formal institution of Striga research at SUST.  

There are two researchers and three technicians permanently assigned and some researchers from 

the National Center for Research (NCR) and ARC also participate in the activities. The annual 

budget planning has been exercised by Striga Research Laboratory, but no longer-term plan has 

yet been formulated. However, the College of Agricultural Studies (CAS) is planning to establish a 

new and independent research center on weed science, of which the current Striga research 

laboratory would become an essential part.  A committee to discuss the detailed plan of the new 

center, composed of the researchers from relevant departments of the college and some 

representatives from ARC, has been organized and it is expected the mid- or long-term 

comprehensive plan would be formulated. By the time of the Study, 15 research papers were 

published and 17 presentations were made by the SUST researchers in various seminars, 

conferences and workshops. Hence the Team foresees a fair prospect for the achievement of the 

Project purpose. 

 

2. Summary of Evaluation Results 

2-1. Relevance: High 

The Project is consistent to the policies of the Sudanese government, as well as to the ODA 

programs of Japanese government. The focus of the Project is appropriate response to the needs of 

beneficiaries.  

 

2-2 Effectiveness: High 

All of the expected outputs are steadily being achieved and most likely be attained by the end of the 

cooperation period.  There is positive prospect for attainment of the Project purpose.  

 

2-3 Efficiency: High 

The inputs from both Japanese and Sudanese sides have duly been provided to produce the intended 

outputs. It should be noted with appreciation that the Sudanese government has provided 

considerable amount of “local component” which were utilized to renovate the existing laboratory 

facilities and to construct new building to be the base for future research activities. 
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2-4 Impacts: High positive impacts 

There are many graduate students were also involved in the research activities, whose experiences to 

work in the Project would be transferred to the relevant institutions in the future. GSMAI has started 

to apply FFS as effective extension tool to its own programs with a manual that they produce 

themselves. At the field level, positive impacts on the agricultural production and income are 

reported, though not all of the farmers could apply all of the techniques due to the affordability of 

some inputs. Some farmers have organized themselves into formal groupings to help each other as 

well as to obtain better access to external resources such as support from government programs and 

loans from banks. Farmers also enjoy closer relationship with extension officers, and some lead 

farmers have already disseminated what they have learned through the Project to other farmers in 

and around their communities.  

 

2-5 Sustainability: Moderate 

Current policy directions that emphasize the importance of increase of agricultural productivity and food 

security are likely to continue. Organizational structures for research and extension may not change but 

financial sustainability would largely depend on the future efforts, to realize the Weed Research Center 

at SUST, as well as to secure resources for extension activities in Gedaref. A fair prospect is expected in 

terms of technical capacities of researchers and extension officers, while there may be financial and 

organizational constraints for continuous adoption of Striga control techniques among the farmers.  

 

3. Factors that Promoted Realization of Effects 

3-1 Factors Concerning the Planning    N/A. 

3-2 Factors Concerning the Implementation Process 

Some research team members could avail additional fund from external sources. Also, additional 

financial supports were provided to conduct FFS in the field by the Sudan Bank and Agricultural 

Bank. These supports were found to have contributed to the smooth and effective implementation 

of the Project. 

 

4. Factors that Inhibited Realization of Effects 

4-1 Factors Concerning the Planning  N/A. 

4-2 Factors Concerning the Implementation Process 

The drought in the cropping season of 2013 negatively affected the yield performances in some of 

the FFS demonstration plots. The incidence caused negative influences in terms of the effects of 

technology dissemination, although the Project could manage to proceed with its originally planned 

activities through the efforts of the relevant personnel.  

 

5. Conclusion 

The Team confirmed that the technical capability of staff of SUST as well as cooperating institutions for 

Striga research has surely been improved.  Most of the recommendations by the Mid-Term Review Team 

have been addressed, and the necessary steps to continue Striga research activities are being taken through 

the plan of a special Striga research center or “the Weed Research Center”.  

In accordance with the results of the comprehensive evaluation, it is concluded that the Project would be 

completed in February 2015 as planned. There are still several important issues to be addressed in order to 

have better outcomes of the Project. These issues are explained as recommendations in the following 

chapter. 
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6. Recommendations  

6-1 Recommendations for the remaining period of the Project 

6-1-1 Support for planning of the proposed Weed Research Center of SUST 

As previously discussed in the section 4-5-2, the CAS is currently planning to establish a Weed Research 

Center, which would further enhance the research activities on Striga as well. The details of the plan are to 

be discussed from now on among the designated members of the planning committee that includes some 

research team members of the Project. This center would be one of the good ways to continue and further 

expand the achievement of the Project. It is thus important for the Project to monitor the progress of the 

formulation of the concrete plan, and to provide information and supports to the efforts to facilitate their 

planning activities by CAS. 

 

6-1-2 Preparation of operation manuals on equipment 

The Striga Research Laboratory of SUST has well been managed by virtue of efforts of the Project 

personnel with support of Japanese experts. It was observed by the Team that some operation manuals on 

usage of the laboratory equipment are indicated at the Laboratory, and operational manuals for GC (Gas 

Chromatography) and HPLC (High Performance Liquid Chromatography) are under preparation by a 

Japanese expert. However, for long-term technical sustainability, the Team recommends preparation of 

operational manuals for other equipment. 

 

6-2 Recommendation for the Sudanese government for future (after completion of the Project)  

6-2-1 Official Recognition of SUST as Center of Excellence 

The MHESR has been working to officially recognize the Striga Research Laboratory / CAS as the Center 

of Excellence (COE). As the authorization as COE may help SUST to further develop and enhance its 

research and educational capacities, it is recommended for the MHESR to accelerate the procedure to realize 

the authorization in an official manner.  

 

6-2-2 Efforts to secure financial support 

Along with the termination of the Project, the financial support such as local component from the MFNE 

and local expense borne by the Japanese side would cease.  It is generally assumed that the fund allocation 

afterwards would inevitably been of much smaller scale. Thus the Team requests the participating 

institutions to continuously make their efforts to secure resources necessary to continue, further expand and 

scale up the accomplishments brought about by the Project, not only in terms of research activities at SUST, 

but also of the extension and demonstration activities by ARC and GSMAI. 

 

7. Lessons Learned 

7-1 Open access to research facilities 

Universities and national research institutions are strongly expected to conduct research in order to solve 

the important problems in improving agricultural development. Universities are supposed to educate young 

students and researchers trough research.  

SUST has allowed Striga researchers from other institutions to utilize the Striga Research Laboratory 

equipment provided through the Project. This policy seems to have been very effective.  

As most developing countries are not capable to furnish relevant institutions with necessary instruments for 

all research, it is desirable for universities and national research institutions to play a central role in 

generating wider impacts on the society by providing open access for academia and other stakeholders. 
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7-2 Proper coordination among institutions 

The Project was implemented in collaboration among several research institutions, who shared the 

common interests and commitment in Striga research.  Efforts have been made to ensure close 

communications, and proper coordination made among these participating institutions seems to have 

contributed to smooth implementation of the Project, thus led to the success and fruitful achievement of the 

Project.   

 

7-3 Trust relationship 

Representatives of the Striga research from both Sudanese and Japanese sides have been working for more 

than 20 years and there is a decisive confidential relationship between them. Such relationship is essential 

for not only a research project but also others to conduct sustainable activities with counterparts.  
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第第第第１１１１章章章章    調査の概要調査の概要調査の概要調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 調査団派遣の経緯 

スーダン共和国（以下「スーダン」と記す）を含むサブサハラ地域において、根寄生雑草ス

トライガは、ソルガム、ミレット等の主穀の生産を阻害する最大の生物的要因であり、その損

害は年間 1 兆円、被害人口は約 3 億人と推計される。スーダンでは、農村部貧困層の中核を成

す小規模農家（小農）を担い手とした伝統的天水農業が、全耕作面積の約 50％である 700 万ha

において営まれている。乾燥条件下、低投入により同じ土地で主穀物を連作せざるを得ない状

況が、ストライガの発生を助長しているとされ、経営状況の苦しい小農ほど生産が低下すると

いう悪循環が形成されている。 

1994 年以降、スーダン科学技術大学（Sudan University of Science and Technology：SUST）と

神戸大学の共同により、ストライガの研究が進められ、その生理生態の解明に大きく貢献した。

しかしながら、ストライガの生理生態はまだ科学的に解明されていない部分が多く、スーダン

の食料安全保障、貧困問題に深刻な影響を与えていることから、効果的な防除方法確立のため

の研究能力の強化が求められている。 

このような状況のなか、これまでのストライガ研究の成果を踏まえ、科学的なストライガ防除

のための知見蓄積を目的とした地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology 

Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）プロジェクトがスーダン政府より要

請された。またそれに並行し、神戸大学より独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and 

Technology Agency：JST）に対しストライガ研究申請が行われたことを受けて、SUSTを実施機関、

神戸大学を研究代表機関とし、2010 年 3 月より 2015 年 2 月までの 5 年間の協力が実施された。 

本プロジェクトでは、ストライガの発芽誘導物質の人工的抽出による防除や、選択的除草剤

の検索、宿主からの養水分収奪機構の解明等の自然科学的研究と、伝統的な防除知識、防除の

新技術に対する農民の受容性等の社会科学的調査を並行し、ストライガ防除に効果的な技術開

発が進められた。また、ガダーレフ州の 6 カ村において農民圃場学校（Farmers’Field School：

FFS）が組織され、農民やプロジェクト関係者の間で、防除技術や情報の共有が行われている。 

2014 年 9 月をもって、本プロジェクト期間が残り 6 カ月となったことから、JSTと連携して

終了時評価調査を実施し、JICAはプロジェクト運営監理の一環として相手国における人材育成、

能力強化、及び開発課題に対する貢献の観点から、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、持続性）において評価を実施した。一方、JSTからは、研究成果及び科学技術水準

の向上の観点から、日本国内及び相手国を含めた国際共同研究全体についての評価を得た。 

以上の結果を踏まえて、残りプロジェクト期間で取り組むべき課題を抽出し、課題に対する

対応策について検討した。 

 

１－１－２ 調査団派遣の目的 

今回実施の終了時評価調査では、本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、

プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、同結果を終了時評価調査と

して取りまとめたうえで、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）において内容

を合意することを目的とした。 
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１－２ 団員構成 

＜日本側調査団＞ 

団長/総括 鍋屋 史朗 JICA 農村開発部 専任参事 

評価分析 板垣 啓子 株式会社 国際開発アソシエイツ 

協力企画 花田 博之 
JICA 農村開発部 農業・農村開発第二グループ 第四チーム 専門

嘱託 

 

＜スーダン側調査団＞ 

総  括 Prof. Migdam E. Abdelgani 
Director, The National Center for Research, Ministry of 

Science and Communication 

 

＜評価調査同行者＞ 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

科学技術計画・評価 浅沼 修一 
JST プログラムオフィサー、 

名古屋大学農学国際教育協力研究センター 教授 

科学技術計画・評価 佐藤 雅之 JST 地球規模課題協力グループ 上席主任調査員 

 

スーダン側プロジェクトカウンターパート 

Dr. Salah-Eldin Sid 

Ahmed 

Dean, College of Agricultural Studies, Sudan University of Science and 

Technology（SUST） 

 

１－３ 調査日程 

2014 年 9 月 6 日～2014 年 9 月 22 日（うち、官団員は 9 月 12 日～9 月 22 日） 

Day Date Evaluation JICA JST 

9/6 Sat Tokyo→ 

  

 

9/7 Sun 
→Khartoum Meeting and Interview 

@SUST, Meeting @JICA 

9/8 Mon Interview with concerned 

organization staff/ Documentation 9/9 Tue 

9/10 Wed 
Khartoum→Gedaref 

Field Survey 

9/11 Thu Field Survey 

9/12 Fri 
Field Survey 

Gedaref→Khartoum 
Tokyo→ Tokyo→ 

9/13 Sat Documentation →Khartoum →Khartoum 

9/14 Sun Courtesy call, Meeting, Making Draft and Report  
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9/15 Mon 
Courtesy Call to concerning organizations 

Symposium (Presentation of the Project activities) 

9/16 Tue Khartoum→Gedaref, Field Visit 

9/17 Wed FFS, Interview, Gedaref→Khartoum 

9/18 Thu Interview with researchers of SUST and other research institutes 

9/19 Fri M/M and Report writing 

9/20 Sat 
Joint Terminal Evaluation Discussion 

Joint Terminal Evaluation Discussion Khartoum→ 

9/21 Sun 

JCC, Signing M/M, 

Q&A @SUST 

Khartoum→ 

JCC, Signing M/M, Q&A 

@SUST, Report to JICA 

Office Khartoum→ 

 

9/22 Mon →Tokyo →Tokyo →Tokyo 

M/M：Minutes of Meeting（ミニッツ） 

 

１－４ 対象プロジェクトの概要 

プロジェクト目標、成果及び成果達成のために計画された活動は以下のとおりである。 

 

（1）上位目標 

新たなストライガ対策の普及が進展する。 

 

（2）プロジェクト目標 

スーダン科学技術大学（SUST）のストライガ対策にかかわる研究・開発・普及（RDE）

能力が向上する。 

 

（3）アウトプット 

アウトプット 1：革新的なストライガ防除技術が開発される。 

アウトプット 2：農民のストライガ管理のための取り組みが改善される。 

 

（4）活 動 

アウトプット１：革新的なストライガ防除技術が開発される。 

課題 1．新規自殺発芽誘導物質の開発 

課題 2．ストライガ防除微生物の探索 

課題 3．選択的除草剤の探索 

課題 4．宿主養水分収奪機構の解析 

課題 5．イネ・ソルガムの環境適応性とストライガ抵抗性の評価 

課題 6．抵抗性/耐性作物の選抜と新規輪作体系の考案 

 

アウトプット 2：農民のストライガ管理のための取り組みが改善される。 
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課題 7．新技術受容性と生産者・消費者の嗜好の調査 

課題 8．ストライガ対処法の共有に向けた農民圃場学校の実施 

 

（5）投入（評価時点） 

日本側： 

専門家派遣：長期 2 名（業務調整）、短期 57.6 人月（複数回） 

研修員受入れ（本邦）：カウンターパート研修及び大学等における研究活動：11 名 

機材供与：約 1 億 1,000 万円 

ローカルコスト負担：約 2,360 万円 

 

スーダン側 

カウンターパート配置：延べ 23 名〔SUST より 13 名、農業研究機構（ARC）より 5 名、

ガダーレフ州農業・灌漑省（GSMAI）より 3 名、科学コミュニケーション省（MSC）及

び財務国家経財省（MFNE）より各 1 名〕 

プロジェクト運営費：約 1,650 万円 

土地・施設提供： 

SUST 内のプロジェクト執務室、付帯資機材及び水道・電気設備 

SUST 及びガダーレフ州 ARC 内の実験圃場・用地の提供 

SUST 内ストライガ研究室拡張及び新研究棟用地の提供 

 

（6）プロジェクト期間 

2010 年 3 月 1 日～2015 年 2 月 28 日（5 年間） 

 

（7）研究代表機関 

日本側：神戸大学 

スーダン側：スーダン科学技術大学（SUST） 
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第第第第２２２２章章章章    評価の方法評価の方法評価の方法評価の方法 

 

２－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本終了時評価は、JICA 事業評価ガイドライン（第 2 版）（2014 年）に基づき、プロジェクト・

サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）の評価手法を採用して、日本、スー

ダン双方の評価者から構成される合同評価調査団により実施された。実績及び実施プロセス、評

価 5 項目に関する評価設問を設定した評価グリッド（付属資料 1 の英文合同評価報告書 Annex 4

を参照）に基づき、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に掲

げられた指標と照らしてプロジェクトの進捗及び成果達成状況を確認したうえで、合同評価調査

団内で検討を行い、上記評価 5 項目の観点から調査結果の分析を行った。 

 

２－２ データ収集方法 

本終了時評価においては、以下のデータを収集・検討するほか、現地調査において、日本人専

門家及びカウンターパートへの聞き取り、プロジェクト対象地域踏査及び受益農民へのインタ

ビューなどを通じ、情報を収集した。 

（1）討議議事録（Record of Discussions：R/D）、PDM などプロジェクト計画資料 

（2）プロジェクト活動進捗報告書、短期専門家報告書 

（3）日本側、スーダン側投入の詳細 

（4）プロジェクト活動進捗及び成果に関するプロジェクト作成資料 

 

２－３ データ分析方法 

本終了時評価にあたっては、以下の評価 5 項目の観点からの分析を行い、評価を実施した。 

 

（1）妥当性 

妥当性は、プロジェクトが定めた上位目標とプロジェクト目標が、被援助国の開発政策や

ターゲットグループのニーズと一致しているか、また、これらの目標を達成するためのプロ

ジェクトデザインが妥当であったかを検証するものである。 

 

（2）有効性 

有効性とは、プロジェクト実施によって、ターゲットグループに対して所期の便益をもた

らすことができたかどうかを評価するものである。そのためにはプロジェクト目標の達成度

を分析するとともに、その内容について、プロジェクト活動によるアウトプット産出への貢

献度を検証することが必要である。 

 

（3）効率性 

効率性とは、プロジェクト実施過程における生産性のことであり、投入がアウトプットに

どれだけ効率的に転換されたかを検討する。 

 

（4）インパクト 

インパクトとは、プロジェクト実施により生じた直接的及び間接的なポジティブ、ネガ
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ティブな効果、影響のことである。 

 

（5）持続性 

持続性とは、プロジェクト実施による効果が、プロジェクト終了後においても持続される

かどうか、それらの阻害及び貢献要因について、政策及び制度的側面、組織及び財政的側面、

そして技術的側面から検証するものである。 

 

２－４ 評価調査の制約・限界 

本評価調査は限られた予算と調査期間をもって実施されたため、活動や実績のすべてを網羅す

るには至らず、受益農民やその他関係者へのインタビューについても対象が一部に限られた。ま

た、評価団員の一部が、技術的な問題によりガダーレフ州の現地活動を視察できなかったため、

日本人専門家及び SUST カウンターパートへのインタビュー、二次資料等を中心とした分析を

行った。 
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第第第第３３３３章章章章    プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績 

 

３－１ 投入実績、アウトプットの実績 

３－１－１ 日本側投入 

（1）専門家派遣 

本プロジェクトには、業務調整として計 2 名の長期派遣専門家が派遣されたほか、生物

有機化学、作物生理学、植物生理学、文化人類学、有機合成化学等の分野の短期派遣専門

家が、2014 年 8 月末までに合計約 57.6 人月の期間派遣された。専門家派遣の詳細につい

ては付属資料 1 の英文合同評価報告書 Annex 5 を参照されたい。 

 

（2）機材供与 

プロジェクト活動の実施及び技術移転に必要な車両、コンピュータ等事務機器、試験器

具等が要請され、総額約 106 万米ドル（約 1 億 1,000 万円

1
）相当の機材が供与された。こ

れら供与機材の詳細については英文合同評価報告書 Annex 6 に示すとおりである。 

 

（3）本邦における研修・研究への参加 

スーダン側カウンターパート 11 名が本邦での研修及び研究活動に参加した。本邦にお

けるこれら研修・研究活動への参加については英文合同評価報告書 Annex 7 に詳細を記す。 

 

（4）現地業務費支出 

これまでに総計で約 22 万 7,000 米ドル（約 2,360 万円

2
）のローカルコスト負担が行われ

た。各年度の支出実績は下表３－１に示すとおりである。 

 

表３－１ 現地業務費支出実績 

年 度 2009 2010 2011 2012 2013 2014(*1) 小計 
合計 

（USD）

 (*2) 

スーダンポンド

（SDG） 
1,0467.50 292,530.50 411,843.00 259,833.00 288,615.00 107,588.00 1,370,877.00 

227,333.15 

米ドル（USD） 0.00 5,541.00 7,238.00 939.00 1,559.00 1,152.00 16,429.00 

＊1：2014 年 8 月末時点までの実績。 

＊2：本終了時評価調査時の為替レート （USD 1.00 = SDG 6.011）による。  

出所：プロジェクト作成資料（2013 年 11 月） 

 

３－１－２ スーダン側投入 

（1）カウンターパートの配置 

スーダン側カウンターパートとして、これまでに延べ 23 名〔SUST より 13 名、農業研

究機構（Agricultural Research Corporation：ARC）より 5 名、ガダーレフ州農業・灌漑省

（Gedaref State Ministry of Agriculture and Irrigation：GSMAI）より 3 名、科学コミュニケー

                                                        
1 調査時点での為替レート（1米ドル＝103.77円）に基づく概算値。 
2 同上。 
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ション省（Ministry of Science and Communication：MSC）及び財務国家経済省（Ministry of 

Finance and National Economy：MFNE）から各 1 名〕が配置された。カウンターパートの

詳細は付属資料 1 の英文合同評価報告書 Annex 8 のとおりである。 

 

（2）予算の措置 

スーダン側よりローカルコンポーネントとして、これまでに合計で約 95 万 5,000 スーダ

ンポンド（約 1,650 万円

3
）の運営費が支出された。実施機関及び年度ごとの内訳は、下表

３－２に示すとおりである。 

 

表３－２ スーダン側の運営経費支出（SDG） 

年度 (*1) 2010 2011 2012 2013 2014(*2) 
合 計 

運営経費 116.680.00 125,843.00 371,210.00 325,371.19 16,100.00 955,204.19 

＊1：スーダンの会計年度（1 月～12 月）による。 なお、数字は予算額。 

＊2：2014 年 8 月末時点までの実績。 

出所：プロジェクト作成資料 

 

（3）土地、施設等の提供 

プロジェクト開始当初から、スーダン側より、SUST 農学部内に専門家執務室と家具調

度が提供されたほか、ストライガ研究室の施設、実験圃場用地が提供された。また、スー

ダン側予算により、ストライガ研究室の増築、新研究棟の建設が行われた。 

 

３－２ 成果及びプロジェクト目標の達成度 

本プロジェクトにおいては、SUST のストライガ対策にかかわる研究・開発・普及（Research, 

Development and Extension：RDE）能力が向上することを目標として、研究機関における革新的な

ストライガ防除技術の開発、農民によるストライガ対策の改善という二つの成果が設定されてい

る。各成果達成のために八つの課題が選定されており、それらに関する活動状況及び達成度は以

下のとおりである。 

 

 成果 1 革新的ストライガ防除技術開発   

 

課題 1：新規自殺発芽誘導物質の開発 

指標： 

1-1 構造改編により発芽刺激物質の化学的安定性を高める 

1-2 更なる化学修飾により発芽刺激活性を高める 

1-3 対象発芽刺激物質の圃場での有効性が検証される 

発芽誘導物質ストライゴラクトン類縁体の構造の最適化を進めてきた結果、その構造が決定

され、世界に先駆けてソルガムより単離されたストライゴラクトン sorgomol が合成された（指

標 1-1、1-2 達成）。自殺発芽誘導剤候補化合物として独自にデザイン・合成したカーバメート

                                                        
3 調査時点での為替レート（1スーダンポンド＝17.26円）に基づく概算値。 
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化合物の一つ（化合物コード番号 T-010）を合成し、T-010 の適用試験をポット試験、実験圃場

で実施し、候補化合物によるストライガ防除効果を確認したことを受け、指標 1-3 は達成され

た。これにより、課題 1 は達成されたといえる。 

 

課題 2：ストライガ防除微生物の探索 

指標： 

2-1 ストライガの発芽を阻害または促進する可能性がある微生物を探索する 

2-2 有効な微生物を発見する 

2-3 当該微生物のストライガ防除剤としての有効性が圃場で検証される 

土壌から多くの糸状菌と細菌を分離し、実験室、ポット試験で微生物を用いたストライガ防

除の可能性を示し、その後立ち枯れしたストライガ個体から SUST 研究者により分離された

Fusarium 菌株を、日本で同定した。Fusarium 菌株については、ポット試験でソルガムに対す

るストライガ抑制効果を確認した。なお、これはポット試験での結果であるが、協力期間終了

までに圃場レベルでの検証を行うため、指標 2-3、及び課題 2 は達成見込みであるといえる。 

この菌株の接種と窒素施肥あるいは堆肥施用を組み合わせることでより高いストライガ抑

制効果が認められたことから、Fusarium 菌を単独に利用するのではなく、その他の技術と組み

合わせた総合的なストライガ防除が有効であると考えられる。また、土壌由来細菌を利用する

ことで、ストライガ出芽数を抑制するだけでなく、ソルガムの生育を向上させる可能性がある

ことも分かった。 

 

課題 3：選択的除草剤の探索 

指標： 

3-1 特異的な代謝プロファイルが分かる 

3-2 当該代謝がストライガの生存に必須であることが分かる 

3-3 当該代謝を阻害する薬剤が発見される 

指標 3-1 及び 3-2 について、メタボローム解析に基づき、根寄生雑草の発芽時に特徴的な炭

素源として三炭糖、窒素源としてアラントインを見いだし、これらの代謝を阻害することによ

り寄生雑草の発芽を抑制できることを確認した。これを受けて二つの指標は達成されたといえ

る。また、発芽種子に特異的な三炭糖の代謝をノジリマイシン（糖加水分解酵素阻害剤）に

よって阻害することでストライガの発芽を阻害することを見いだしたことにより、指標 3-3 は

達成された。さらに、ノジリマイシンの発芽阻害活性の作用機構の解析を進めたところ、根寄

生雑草の発芽にはプランテオース及びスクロースの代謝によって得られるグルコースが必要

であることが示された。このことから、課題 3 は達成されたといえる。 

 

課題 4：宿主養水分収奪機構の解析 

指標： 

4-1 ストライガの水分生理特性が解明される 

4-2 ストライガを抑制する水管理条件が解明される 

4-3 ストライガを制御できる作物の栽培条件が解明される 
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ストライガは葉の気孔密度が高く、土壌乾燥により葉の相対含水率が低下しても気孔開度を

高く維持し、宿主から養水分を収奪していることを確認した（指標 4-1 達成）。また、指標 4-2

について、湿潤であれば宿主の気孔開度が高いため、ストライガへの転流が抑えられることを

確認した（指標 4-2 達成）。 

これまでに、スーダン側共同研究者らの実験により、ガダーレフ州の展示圃場において、あ

ぜの谷部に雨水を貯める集水技術の適用で、ストライガ被害が軽減されることが明らかとなっ

た。協力期間終了までに、展示圃場で異なる土壌水分条件下でのソルガムとストライガの気孔

応答、及びストライガ被害への影響について検証を行う。また、窒素施肥により、ストライガ

汚染圃場での宿主作物（ソルガム、イネ）の生育阻害が軽減されることを実験圃場で確認した。

協力期間終了までに、抵抗性品種、深耕、除草剤、施肥の組み合わせにより、ストライガ被害

が軽減することを現地圃場で確認することから、指標 4-3、及び課題 4 は達成見込みであると

いえる。 

 

課題 5：イネ・ソルガムのストライガ抵抗性と環境適応性の評価 

指標： 

5-1 イネ・ソルガムの遺伝子源を収集してストライガ抵抗性を評価する 

5-2 ストライガ抵抗性の系統を選抜する 

5-3 選抜した系統のうち環境適応性を有する系統を選抜する 

ライゾトロン法を用い、NERICA18 品種とその親 4 品種、日本の陸稲 24 品種等を含む合計

52 種のイネ品種から、一次スクリーニングで 6 品種を選抜するとともに、ソルガムにおいても

同法を用いて、抵抗性の一次評価を行い、圃場で二次評価を行った（指標 5-1 達成）。その結果、

イネにおいては、スーダンの推奨品種である Umgar と NERICA5 が安定したストライガ抵抗性

を示した（指標 5-2 達成）。特に Umgar について、スーダンの栽培環境にも高い適応を示した

ことから、指標 5-3 が達成された。しかし、環境によっては抵抗性を示さない可能性があるこ

とから、異なる環境下での調査を継続する。また、上記の試験は、ソルガム由来のストライガ

種子を使用した結果であり、イネ由来もしくはミレット由来の種子では抵抗性に相違が発現す

ることも分かった。また、ソルガムについては、野生種 90 系統をスーダン東部で収集し、ス

トライガ寄生の抵抗性試験を行っている。 

 

課題 6：抵抗性/耐性作物の選抜と新規輪作体系の考案 

指標： 

6-1 導入候補作物のインビトロ

4
でのストライガ抵抗性を評価する 

6-2 導入候補作物の圃場でのストライガ抵抗性を評価する 

6-3 選抜された作物を組み合わせた新規輪作体系を考案する 

ライゾトロン法、水耕栽培法といったインビトロでの評価技術を習得し、ストライガの寄生

を抑制するゴマ及びササゲ品種の選抜を行った（指標 6-1 達成）。また、輪作に組み入れられる

可能性があるミレットやコムギについては、ポット試験でストライガへの感受性の評価を継続

し、大学内の試験圃場での輪作試験で、ヒマワリ及びゴマ栽培によるストライガ発芽抑制効果

                                                        
4 分子生物学の実験などにおいて、試験管内などの人工的に構成された条件下のこと。 
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の高さを確認した（指標 6-2 達成）。また、作物残渣（ざんさ）がもつストライガ種子発芽誘導

活性を評価するために、ナイジェリアに本部をもつ国際熱帯農業研究所（The International 

Institute of Tropical Agriculture：IITA）から多数のササゲ品種を入手し、輪作あるいは混作作物

としての評価を行っている。協力期間終了までに輪作の効果を実証し、新規輪作体系を確立す

るため、ガダーレフ州の圃場において、ソルガム連作区とゴマ-ソルガム輪作区の比較が進行し

ており、指標 6-3 及び課題 6 は達成見込みである。 

 

 成果 2 農民のストライガ管理慣行改善   

 

課題 7：新技術受容性と生産者・消費者の嗜好の調査 

指標： 

7-1 本事業で開発する防除技術の生産者の経済的・技術的な受容性を明らかにする 

7-2 生産者・消費者の好むソルガム・コメ品種の経済性を含む特性を明らかにする 

7-3 調査結果のうち有益な情報を現地語で提供する 

ストライガ被害拡大の要因を検討した。ストライガ防除の新技術導入を図るうえで、農家家

計における経済的制約の軽減が重要であり、農民が現金収入を確実に得ることを最優先し、ス

トライガ防除とは相反する行動を選択する場合があることが確認された。例えば、ストライガ

を手作業で抜き取ることは高い寄生抑制効果が知られているが、農民はその時間を確実に現金

収入が見込める農外での就業に振り向けている。また、新技術導入にはリスクへの補償に配慮

し、女性農業者をインターフェースと位置づけることの重要性が見いだされた（指標 7-1 達成）。 

ソルガムに関する生産者・消費者の嗜好については、アンケート調査を実施し、70 サンプル

の回答を基に最終的な結果を取りまとめ中である。ソルガム・コメにおける嗜好調査は継続し

ており、一部の調査結果についてはアラビア語の報告書が作成され、協力期間終了までに農民

を含む関係者に配布される予定であることから、指標 7-2、7-3 及び課題 7 は達成見込みである。 

 

課題 8：ストライガ対処法の共有に向けた農民圃場学校の実施 

指標： 

8-1 農民圃場学校の運営・管理体制を強化する 

8-2 農民圃場学校におけるカリキュラムを決定し、教材を準備する 

8-3 普及活動を実施する 

農民圃場学校（FFS）の運営・管理体制強化のため、ARC 職員 2 名と GSMAI 職員 2 名の合

計 4 名で構成される FFS 実行委員会を組織した。2010 年には、FFS の運営を担うファシリテー

ターに任命された GSMAI 普及局職員 6 名及び ARC 職員 3 名に対する指導者研修（Training of 

Trainers：TOT）を行った。これらの GSMAI 及び ARC ガダーレフ支所の職員がこれまでに 24

回の FFS（各回 30 名程度の農民が参加）を運営したことを受け、指標 8-1 は達成された。FFS

実施の実績は表３－３に示すとおりである。 

これら FFS においては、作期を通じてストライガ防除技術と基礎的な栽培管理技術の指導

（普及活動）が行われた（指標 8-2 達成）。指導・導入されたストライガ防除技術の内容につい

ては表３－４のとおりである。協力期間終了までに、これら FFS で導入された一連の知見をア

ラビア語のパンフレットにまとめて配布する予定であり、指標 8-3 及び課題 8 は達成見込みで
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ある。 

 

３－３ FFS 開催実績 

地 区 村 落 FFS 開催回数 実施年 

Middle Gedaref Tirfa 

Umm Senabra 

5 

2 

2010, 2011, 2012, 2013, 2014 

2010 

West El Qalabat Huriya 

Kagara 

Kasab 

Wad Alsanosi 

Ganan 

Wad Al Halengi 

Ziragah 

2 

4 

1 

1 

3 

1 

1 

2013, 2014 

2010, 2011, 2012, 2013 

2014 

2014 

2010, 2013, 2014 

2013 

2014 

East El Qalabat Tawarit 

Allam 

1 

3 

2010 

2010, 2011, 2012 

合 計 24  

出所：プロジェクト作成資料 

 

表３－４ FFS で指導・導入されたストライガ防除技術 

技術コンポーネント ストライガ防除効果 

推奨品種（Wad Ahmad）の紹介と導

入 
より高いストライガ耐性をもつ品種の利用 

深 耕  土壌水分量を確保することによりストライガの成長を阻害 

条 播 栽培管理、特に除草作業を容易化する 

窒素肥料の施肥 
土壌養分を高め、ストライガによる養分収奪の影響を最小

化 

除草剤の使用 ストライガの成長を直接に阻害 

ゴマとの輪作 ソルガム連作によるストライガ被害の軽減 

出所：ARC ガダーレフ試験場職員からの聞き取りに基づき作成 

 

３－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：スーダン科学技術大学（SUST）のストライガ対策にかかわる研究・開発・

普及（RDE）能力が向上する。  

指標： 

1. SUST にストライガ研究のための常設チームが設置される 

2. SUST 内でストライガ研究のための中期的な予算計画が策定される 

3. SUST 研究者が国際的な場で研究成果発表（国際学会での発表、主要ジャーナルへの寄稿）

を継続的に行うようになる 
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SUST 農学部にストライガ研究室が設置されており、常勤の研究員 2 名、技術員 3 名が勤務し

ているほか、大学院生が論文研究を行っており、指標 1 は達成された。ストライガ研究チームに

は国立研究センター（National Center for Research：NCR）、ARC の研究員も参加している。終了

時評価調査時点で、ストライガ研究室の中期的な予算計画は策定されていなかったが、SUST 農

学部は、雑草研究のための研究センター構想を有しており、学部内及び ARC 関係者から成る検

討委員会を設置して具体的な計画内容の検討が進められている。また、財務省による Weed 

Research Center 設置のための 5 年間の予算措置が計画されたことを受け、指標 2 は達成見込みで

あるといえる。 

SUST 研究者の業績に関しては、これまでに 15 本の研究論文発表、17 本の学会発表がスーダ

ン側の研究者により行われ、今後も研究成果が広く広報されることが期待できることから、指標

3 はほぼ達成見込みである。研究成果発表の詳細については付属資料 1 の英文合同評価報告書

Annex 9 に示すとおりである。 

以上のことから、プロジェクト目標については達成見込みであると判断された。 

 

３－４ 実施プロセス 

３－４－１ 意思決定とモニタリングのメカニズム 

プロジェクトの最高意思決定機関である合同調整員会（JCC）はこれまでに 5 回開催され、

プロジェクトの活動進捗及び成果達成状況と次期活動計画内容の確認・承認等の機能を担って

きた。今般調査期間中に第 6 回JCCが開催され、本評価調査結果及びそれに基づく提言が報告

された。本プロジェクトの意思決定及びモニタリング体制は、プロジェクトの活動を円滑に進

めていくうえで有効であった。 

 

３－４－２ プロジェクト関係者間の連絡調整 

本プロジェクトにおいては、首都ハルツームに位置するSUSTとガダーレフ州の展示圃場と

の物理的な距離、日本人専門家の比較的短期のシャトル型派遣、異なる組織に所属するカウン

ターパートの配置などの理由で、プロジェクト関係者間での会合を定期的に開催することは困

難であった。しかしながら、カウンターパート及びその他プロジェクト関係者間には密接な連

絡調整・コミュニケーションが図られており、プロジェクトの円滑な進捗が確保された。 
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第第第第４４４４章章章章    評価結果評価結果評価結果評価結果 

 

４－１ 評価 5 項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 

以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いと評価された。 

 

（1）対象地域・受益者のニーズとの合致 

本プロジェクトは SUST のストライガ対策にかかわる研究・開発・普及（RDE）能力の

向上を目的として実施されているが、ストライガはスーダンの穀物生産において、最大の

阻害要因の一つであり、ガダーレフ州だけでも年間 30 万 t の被害が生じていると推定され

ている。農民を含め、今回インタビュー対象となった関係者は、食料安全保障及び農村経

済の観点から、ストライガ対策が農業セクターにおける喫緊の課題であると認識している。

よって、本プロジェクトの内容は対象地域及び受益者のニーズに対する適切な対応であっ

たと考えられる。 

 

（2）スーダン政府の政策との整合性 

プロジェクト開始以来、国家開発の 25 年ビジョンである「Building of a United, Safe, 

Peaceful and Developed Sudanese Nation (2007-2031)」等の計画の方向性に大幅な変更はなく、

農業灌漑省の第 2 次 5 カ年計画等のセクター開発政策においても、食料安全保障の重要性

が依然として重要課題と認識されている。農業生産性の向上、特に小規模農民の生産強化

は州レベルの計画においても重点課題とされている。以上のことから、本プロジェクトの

内容及び方向性と、スーダン政府の開発政策、農業セクター計画との整合性は確保されて

いる。 

 

（3）日本の開発援助政策との整合性 

2012 年 12 月に策定された「対スーダン共和国国別援助方針」においては、平和の定着

推進と基礎生活の向上及び貧困削減が大目標にうたわれており、農業開発は 3 重点分野の

一つと位置づけられている。スーダンには農業開発の高いポテンシャルが存在する一方、

貧困層の多くが農業に従事していることにかんがみ、貧困削減及び食料安全保障に寄与が

見込まれる農業分野の開発を支援することが明記されている。事業展開計画においても、

本プロジェクトは農業開発プログラムの重要なコンポーネントと位置づけられている。こ

れらの点から、本プロジェクトの方向性とわが国の援助政策との整合性は依然として確保

されていることが確認された。 

  

（4）プロジェクト・アプローチの適切性 

本プロジェクトのストライガ研究グループには、社会経済分野を含め、多様な専門分野

の研究者が参画しており、マルチセクターの取り組みによって、ストライガ対策に対する

包括的な研究が可能となった。特に、天然物化学、有機合成化学、植物生理学、作物生理

学を専門とする優れた研究者の連携は、プロジェクト開始以前からの共同研究の経験に

よって培われたものであり、それら既往の強みを生かして総合的なストライガ研究を行う
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本プロジェクトのアプローチは適切なものであったと考えられる。 

 

４－１－２ 有効性 

前章に記述した成果達成度の確認に基づき、本プロジェクトの目標が協力期間内に達成され

る見込みは高いと判断され、プロジェクト実施の有効性は高いといえる。 

 

（1）プロジェクト目標達成の見込み 

革新的なストライガ防除技術の開発、農民のストライガ管理慣行の改善という二つの成

果のための活動はいずれも着実に進捗してきている。プロジェクト目標の指標に関しても

おおむね達成が見込まれるところ、協力期間内のプロジェクト目標達成には高い期待がも

てると考えられる。 

 

（2）プロジェクト目標達成に対する成果の貢献度 

本プロジェクトは、主として SUST のストライガ研究室における防除技術の開発と、ガ

ダーレフ州における農民レベルでの防除慣行の改善という、研究と社会実装の両面を成果

とするものであり、これらの達成が、ストライガ対策にかかわる RDE の能力向上という

プロジェクト目標に結びつく論理性は依然として確保されている。また、前章で確認した

とおり、これらの成果は適切かつ着実に達成されつつあり、プロジェクト目標の達成に等

しく貢献するものと考えられる。 

 

（3）プロジェクトの有効性に対する貢献要因 

本プロジェクトの実施過程において、一部のカウンターパートがプロジェクト以外の助

成を受け研究活動を行うことができた。また、ガダーレフ州の FFS 活動に関しても、関係

者の努力によりスーダン銀行・農業銀行からの資金支援が得られたことは高く評価すべき

事項である。プロジェクトからの投入に限りがある状況において、このような外部支援が

得られたことは、円滑に研究活動を推進し、農民レベルでの活動を効果的に進めるうえで

大きく貢献したと考えられる。 

 

（4）プロジェクトの有効性に対する阻害要因 

2013 年作期に旱魃となり、FFS の展示圃場においても収量が低下した。収穫が皆無と

なった周辺圃場に比べ、展示圃場では収穫があり、技術の効果は確認されたものの、技術

普及の効果に否定的な影響が及んだことは否めない。プロジェクトの活動自体に支障が出

ることはなかったものの、このような気象条件等が、プロジェクト実施の潜在的な阻害す

る要因となり得ることには留意が必要である。 

 

（5）外部条件の変化による影響 

本プロジェクトの外部条件のうち、農業資材や生産物価格の大幅な変動はなかったが、

SUST 研究員の定着に関しては、日本研修を受けたカウンターパートも含め研究員の海外

流出の事例が報告された。スーダンの社会経済的現状において、このような「頭脳流出」

は、特に研究教育機関における恒常的な問題となっており、本プロジェクトにおいても、
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本外部条件の変化は、持続性の観点からは否定的な影響をもたらしていると考えられる。 

 

４－１－３ 効率性 

本プロジェクトの運営において、日本・スーダン側双方の投入はおおむね適切に行われた。

詳細は以下に示すとおりである。また、各成果を達成するための活動についても、双方の密な

連携を通じて円滑に実施された。これを受けて、本プロジェクトの効率性は高いと判断された。  

 

（1）日本側投入 

専門家の派遣はおおむね適切であり、カウンターパートやその他関係者との関係も良好

である。プロジェクト活動に必要な機材の供与は当初計画どおり行われており、いずれの

機材も良好な状態で維持管理され、活動実施及びプロジェクト運営管理業務のために有効

活用されている。特に、ストライガ研究室に対する試験研究資機材の供与は、SUST の研

究能力強化に大きく貢献したと高く評価されている。本邦におけるカウンターパートの研

究・研修についてもおおむね適切であったと評価されているが、一部の関係者からは、JICA

予算の都合により 1 件の研修が実施できなかったことが遺憾と指摘された。 

 

（2）スーダン側投入 

本プロジェクトには、実施機関である SUST のみならず、協力機関である NCR、ARC、

GSMAI からも、活動に必要な分野のカウンターパートが配置され、成果の達成にあたり、

活動は十分であったと考えられる。研究チーム内の役割分担は明確であり、多様な研究活

動は適切に監理されていた。高等教育・科学研究省からローカルコンポーネントとして、

プロジェクト活動経費が支出され、ストライガ研究室の拡張、新研究棟の建設などが行わ

れたことは高く評価される。これらの投入はいずれも円滑なプロジェクト活動運営に貢献

した。 

 

４－１－４ インパクト 

本調査においては、プロジェクト活動のポジティブな効果、影響が確認され、ネガティブな

効果、影響は特定されなかった。 

 

（1）上位目標達成へのインパクト 

上位目標：新たなストライガ対策の普及が進展する 

指標： 

ストライガ対策として開発された革新的な技術について、実用化に向けた具体的な提

案や行動計画が SUST からスーダン政府や農村に対して提示される。 

本プロジェクトを通じて得られた研究成果は、ストライガ対策としての有効性に大きな

期待がもてるものであり、それらの研究成果を基に、今後、革新的なストライガ対策技術

が開発されていく見込みは高いと考えられる。一方で、現実的な技術開発・普及に関して

は、実用化に向けた更なる科学的検証、一般に普及させるための商業ベースでの農薬等の

開発、さらに、農家への支援を含む普及活動の一層の推進等、多くの課題が存在する。

よって、本調査時点で上位目標そのものの見込みを判断するのは時期尚早であると判断さ
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れた。 

しかしながら、上述したように、SUST 農学部は、雑草研究のための研究センター構想

を有しており、学部内及び ARC 関係者から成る検討委員会を設置して具体的な計画内容

の検討が進められている。また、財務省による Weed Research Center 設置のための 5 年間

の予算措置が見込まれ、本プロジェクトから得られた研究成果が、SUST 及び協力機関に

より更なる精査・検証を踏まえ、実用化に向けた取り組みに発展していくことが大いに期

待できる。よって、上位目標達成への道筋は一定程度確保されていると考えられる。協力

終了後の持続性については次節に後述する。 

 

（2）協力実施によるポジティブ・インパクト 

SUST のストライガ研究室においては、プロジェクトチームの研究者のみならず多くの

大学院生が本プロジェクトの研究活動に参加する機会を得た。これらの学生は、プロジェ

クトにより供与された先進的な実験資機材を用いた研究に加わり、SUST、協力機関及び

日本人専門家からの指導を受けた。SUST には、他の大学や農業関連組織に所属する学生

がさまざまなストライガ研究分野に参加しており、これらの経験蓄積は、将来的に、他の

関連組織に対するプロジェクト成果の移転に資するものと思われる。 

GSMAI のレベルでは、普及手法としての FFS が高く評価され、他のプログラムにおい

ても FFS を導入する試みが始まっている。同省の普及局は、プロジェクトが TOT で配布

した資料を基に、2013 年に独自の FFS 実施マニュアルを作成し、TOT に参加しなかった

普及員にも配布し、同手法の普及に努めている。 

プロジェクトの FFS 展示圃場においては、ストライガ防除技術や生産技術の共有により、

ソルガムの収量増加がもたらされている。技術導入に必要な投入を入手することに制約が

あるため、FFS 参加農民すべてがこれらの技術を適用しているわけではないが、ソルガム

自体の生産増と、飼料としての残渣利用の双方から、食糧確保のみならず追加収入の獲得

などのポジティブ・インパクトが期待できる。FFS 参加農民の間では、銀行融資等、外部

支援を得て技術導入に必要な投入を確保すべく、グループを組織する例も報告されている。

さらに、これらの直接的な便益のみならず、プロジェクト活動を通じて農民と普及員のコ

ミュニケーションが強化されたことや、自発的に他の農民への技術指導を行う先進農家の

例も報告されており、これらもプロジェクトから得られたポジティブ・インパクトとして

評価できよう。 

 

（3）協力実施によるネガティブ・インパクト 

今般調査の時点で、特段のネガティブ・インパクトは報告・確認されなかった。 

 

４－１－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性に関しては、若干の点について留保が認められ、今後の継続的な取

り組みが必要であると考えられるため、持続性の見込みは中程度という判断となった。 

 

（1）政策・制度面 

本プロジェクトは、スーダン政府の農業セクター開発計画の方向性に沿ったものであり、
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農業生産性の向上、特に小規模農家の生産強化と食料安全保障の確保は今後も農業開発の

主要な課題として重視されると考えられるところ、政策的支援の継続性は高いと判断され

る。また、プロジェクトの活動は実施機関である SUST、協力機関である NCR、ARC、GSMAI

の業務所掌に合致しており、さらに、高等教育・科学研究省が SUST を教育・研究・人材

育成拠点機関（Center of Excellence）と位置づけ、公的な認定の手続きを進めていること

にかんがみ、本プロジェクトの制度的な持続性についても高い見込みが期待できる。 

 

（2）組織・財政面 

本プロジェクトの活動は SUST のストライガ研究室や協力機関の既存の組織体制に則っ

て実施されており、プロジェクト終了後にそれらが大幅に変更される可能性は低いと考え

られるが、各機関の活動に関する財政的な裏づけには不透明な面も多い。協力期間中はス

ーダン政府より相当額のローカルコンポーネント負担が行われていたが、SUST における

研究活動と併せ、ガダーレフ州における普及活動に関しても、今後の予算確保には課題が

残っている。 

また、SUST に常設されているストライガ研究チームの人員の少なさも組織的な持続性

に留保を残す要因となっている。2012 年に 2 名の若手研究者がストライガ研究室を辞して

以降、彼らの後任となる研究者は配置されていない。ただし現在、SUST 農学部では、独

立した雑草研究センターを設立する構想の検討が始まったところであり、設立検討委員会

にはストライガ研究チームのメンバーも参加していることから、今後、同センターの陣容

や活動内容、予算等に関して、包括的・中長期的な計画策定に向けた検討が行われ、適切

な対応が取られるものと思われる。 

農民のレベルでは、ストライガ防除技術導入にコストがかかる点が課題とされている。

幾つかの地域では、組織化を通じて支援を得るための取り組みが報告されているが、組

織・財務運営や外部支援獲得のための活動実施の経験がほぼ皆無であることから、これら

の農民組織が持続的に機能していくためには、農業灌漑省等の普及関連組織による継続的

な支援が不可欠であると思われる。 

 

（3）技術面 

本プロジェクトに参加した研究員は、ストライガ防除に係る研究を計画・実践する能力

を獲得している。SUST においては研究者のみならずストライガ研究室の技官に対しても

技術指導が行われ、研究資機材の利用・維持管理を学生や他機関の研究者に指導するに

至っている。ガスクロマトグラフ、液化クロマトグラフ等の高度機材については現在日本

人専門家を中心に、マニュアル作成が進められている。また、GSMAI においては、プロ

ジェクトの TOT に参加した普及員のみならず、他の普及員に対しても FFS を通じた指導

法が伝達され、プロジェクト活動以外のプログラムにおいても活用されている。よって、

実施機関・協力機関レベルでは技術面での持続性が確保される見込みは高いと判断される。 

一方、農民レベルでは、ストライガ防除技術の効果については、FFS 参加農民のみなら

ず、周辺地域農民の間でも高い関心と評価が得られているが、深耕鋤や除草剤など、必要

な農具や農業投入材の入手が困難であることが、農民のみならず普及員からも例外なく指

摘されている。よって、農民レベルでの技術面の持続性確保のためには、将来的に必要な
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追加投入に関する農民支援が必要であると考えられる。 

 

４－２ 中間レビューの提言事項の進捗 

（1）マスター・プランの改訂 

中間レビューで使用された PDMe （評価用 PDM）を活動の進捗状況のモニタリングに

活用できるよう、次回の JCC 会議において PDM 第 2 版として承認することを提案する。 

 

⇒PDMe は 2012 年 12 月 25 日に行われた JCC において、PDM 第 2 版として承認された。 

 

（2）研究用機材の活用及び維持管理 

多くの機材が JICA より供与されており、スーダン人研究者はその正しい使用法、メン

テナンス及び管理についてトレーニングを受けている。その活用を促進するために、プロ

ジェクトがカウンターパート（C/P）に対して更なるトレーニングの機会を準備することを

勧める。 

また、機材の維持管理については、スーダン側、特に SUST がプロジェクト終了後を見

据え、機材用の予算を確保するとともに、研究活動を継続できるよう機材のメンテナンス

や保守整備のためのメカニズムを確立するよう助言する。 

 

⇒提言に従い、SUST ストライガ研究室に勤める技術職員（Technician）に本邦研修の機会

（2013 年 6～8 月）を提供した。帰国直後及び 3 カ月後、6 カ月後には日本側研究者が短期

専門家としてスーダンを訪問し、スーダン側独自で活動を継続できるよう、ストライガ研究

室の装置を使ってフォローアップを行った。具体的には、機器の基本的操作方法のみならず、

より効率的な測定プログラムの設定、測定データの取りまとめ方法、消耗品が不足した際の

応急対応などの指導が行われた。結果、同技術職員がストライガ研究室での機器を用い、適

切に実験・分析を行い、また機器・消耗品管理も行っており、この点で技術的な持続性は担

保されている。 

機器の保守管理メカニズムについては、SUST 学内には、一般的な電気技師しかおらず、

学内の技術者による実験機器の修理は不可能であり、ストライガ研究室技術職員が対応でき

ない具合・故障が確認されると、研究室主任の Babiker 教授に連絡したうえで、ほとんどの

修理を外注する体制をとっている。ハルツーム市内に本邦実験機器メーカーの代理店があり、

同代理店から技術者を派遣してもらうことになるが、複雑な故障への対応は難しい模様であ

る。一方、機材のなかでよく損傷する部品や消耗品は限られており、スーダンである程度そ

れらが入手可能であることは確認済みであるが、年内に日本人専門家による機材のメンテナ

ンス法に係る指導が予定されている。 

スーダン国内で入手が難しい部品（インキュベータのライトなど。年間 10 万～20 万円の

メンテナンス代がかかっている）への対応については、プロジェクト内で検討中である。 

ほとんどの試薬等消耗品は、ハルツーム市内で入手可能であることが、プロジェクトで確

認済みである。 
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（3）成果 1 に係る能力の育成 

スーダン人研究者が研究結果を科学論文など形のある成果へと結びつけられるよう、プ

ロジェクトがより奨励する必要がある。また、日本人短期専門家が派遣前後に電子通信ツ

ールなどを利用して研究活動に係る指導やフォローアップを強化することにより、スーダ

ン側研究者の更なる能力向上に尽力されることを期待する。 

 

⇒上記は、ストライガ研究室の若手研究者の能力育成を意図した提言であったが、中間レ

ビュー以降に、それら若手研究者 2 名の国外流出が起こったため、彼らの更なる能力向上に

は至らなかった。他方、他の研究員については、提言にあるような指導・支援方法をとり、

自立した研究活動を支援する取り組みを行った。 

なお、スーダン人研究者が国際学会の一つである北米農村社会学会で農業経営経済学的調

査の成果を発表した。 

 

（4）成果 2 に係る活動の円滑な実施の推進 

活動をモニタリングし、進捗を関係者間で共有するためのモニタリング・メカニズムが、

その円滑な実施や予算の確保を容易にすると考えられる。課題 7 に係る活動を牽引するた

めに新しくプロジェクトに加わる予定の日本人専門家が、課題 8 の FFS に係る活動につ

いても支援することを期待したい。 

 

⇒日本人専門家が派遣され、課題 7 の農民嗜好性調査の支援、スーダン人研究者の学会発表

の切っ掛けをつくった。また、日本人専門家チームは、成果 2 の活動モニタリングを行って

いる。FFS の活動はスーダン国内でも注目されており、スーダン政府から FFS 運営にかかわ

る助成金を受けるだけでなく、活動に理解を示した二つの銀行（Bank of Sudan 及び Sudanese 

Agricultural Bank）からも助成金を獲得しており、FFS に係る活動が今後も円滑に進むことが

期待できる。 

 

４－３ 結 論 

成果における各指標もほぼすべてにおいて協力期間内に達成見込みであり、ストライガ防除に

係る SUST 及び協力機関の研究能力がプロジェクトを通じて向上したことから、プロジェクトは、

当初予定どおり 2015 年 2 月に終了が可能と判断される。ただし、ストライガ防除研究を継続す

るために、雑草研究センター構想の具現化が必要である。 
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第第第第５５５５章章章章    提言及び教訓提言及び教訓提言及び教訓提言及び教訓 

 

５－１ 提 言 

（1）協力期間終了までに取り組むべき活動 

1）雑草研究センター（Weed Research Center）構想の具現化に向けた支援 

SUST 農学部による雑草研究センター（仮称）構想は、プロジェクトの各課題研究の継

続のために重要な計画である。同構想の具現化に向けて、プロジェクトの日本側チームは、

可能な限りの支援（情報提供等）をスーダン側に対して行う。 

 

2）実験機器の使用マニュアル 

中間レビュー時の提言の一つに、「SUST ストライガ研究室に供与された実験機器の維持

管理・保守のためのカウンターパート研修」がある。４－２（2）に既述のとおり、神戸

大学で研修を受けた技術員（Technician）が、今やストライガ研究室の実験機器管理（分析

から機器及び研究試薬等の保管管理）を一人で担えるまでになっている。一方、煩雑かつ

使用上の注意を要する機材（高速液体クロマトグラフ：試料中の各成分を分離し含有量を

測定する機器、ガスクロマトグラフ：気化しやすい化合物の同定・定量分析に用いられる

機器）もあることから、これら機材の使用マニュアルの作成が必要である。日本人専門家

が、同マニュアルの作成を支援予定であり、プロジェクト期間内に作成し、カウンターパ

ートへ引き継ぎを行う。 

 

（2）協力期間終了後、スーダン側関係機関が取り組むべき活動 

1）Center of Excellence（COE：教育・研究・人材育成拠点機関）の政府承認 

中間レビューの際に期待されていた高等教育・科学研究省による SUST 農学部の COE

政府承認（農業部門）は、現在も省内で検討中である。高等教育・科学研究省へ表敬の折、

COE 公認となった場合、優秀な学生の入学促進や授業料・生活費補助、研究者の海外派遣、

スタッフの新規雇用、少額の資機材・消耗品購入費補助といった恩恵が生まれるとのこと

であった。早期の COE 承認を依頼した。 

 

2）予算の確保

5
 

プロジェクト終了後は、ドナー国・機関及び当該国政府からの支援予算が少なくなり、

往々にしてプロジェクト活動は大きく減じられるので、実施機関（SUST）のみならず協

力機関（NCR、ARC、GSMAI）もそれぞれでの予算確保を期待する。 

 

５－２ 教 訓 

（1）研究施設・機材を整備することが困難な途上国にあっては、援助等によって整備された施

設・機材の有効利用をいかに図るかが肝心である。その点において、他機関のストライガ研

究者にも、SUST ストライガ研究室の門戸を開いている SUST 農学部の方針は、頭脳流出が

                                                        
5
 JCCに参加したスーダン財務省出席者からは、ローカルコンポーネントは、通常はドナー支援終了とともに拠出はゼロとな

るが、本プロジェクトの成果にかんがみ、財務次官に継続拠出の申請中であり、2015年度拠出の可能性が残っている旨、発

言があった。 
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頻繁なスーダンにおける大学、政府研究機関の研究者・学生に広く利用の機会を与える意味

で、有用な方針と考えられる。 

 

（2）プロジェクトは、実施機関 SUST のみならず、NCR、ARC、GSMAI 等、複数の協力機関

が関与するものであり、また、成果 1 と 2 のプロジェクトサイトが車で 6 時間の距離にあっ

たことから、関係者のコミュニケーションが懸念された。しかし、関係者の調整努力により、

大きな問題を生ずることなく、プロジェクトを成功に導くことができた。 

 

（3）スーダン側及び日本側の研究代表者はストライガ防除研究において、20 年以上の関係を築

いており、それは今後も継続するものと思料。本プロジェクトのような研究事業に限らず、

共通の課題に取り組むなかで、強固な信頼関係の存在は、持続的な活動を行ううえで不可欠

なものといえる。 
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第第第第６６６６章章章章    所所所所    感感感感 

 

６－１ JST所感 

（1）社会実装の現場での確認 

共同研究の成果を社会実装に生かすことを目的とした SATREPS では、社会実装の現場に

立ち、自らの目でその成果を確認することが評価の重要なポイントとなる。本プロジェクト

では、ソルガムのストライガに対する自殺発芽誘導物質（宿主植物が分泌する化合物からの

人工合成）の効果確認（実験圃場）、ストライガ・コントロールの可能性を秘めた微生物の

検索と無菌ポット土耕試験実施可能性の確認、乾燥条件下におけるソルガムと寄生ストライ

ガの植物生理上の違いによる宿主植物からの養水分収奪機構の解明、NERICA 品種間のスト

ライガ感染性の違いの確認など基礎的研究での成果は上がっている。その成果を実際の農家

圃場でどのように適用して防除するかについては、ヒマワリ、ゴマ、カウピー（ササゲ）等

の非宿主作物との輪作や間作の可能性等について、FFS の活動を通して農民への指導・普及

を図った。その成果の確認のためガダーレフ州の現地圃場を訪問し､農民インタビューを行

うことが重要であった。国内移動の制限を受けて、農民インタビューの時間が予定より減ぜ

られることになり、評価の面で制限があったことを明記したい。 

 

（2）ストライガ研究グループ 

本プロジェクトによって SUST のストライガ研究の資機材が格段に充実した。そのため、

研究マネジャーを中心としたストライガ研究グループが、NCR、ARC や他の大学の研究者を

メンバーとして形成され、国を挙げてこの難しい課題に取り組んでいることがみてとれた。

本プロジェクトの終了に伴い、資機材や人材育成支援の面でこれまでと同様の活動を継続す

ることは困難であるが、問題の重要性にかんがみ、研究から現場での技術普及まで広くカバ

ーできるグループに成長し、現場の問題の解決に貢献することを強く期待したい。 

 

６－２ 調査団長所感 

（1）スーダン側研究者の高いオーナーシップ 

終了時評価調査を通じて、根寄生雑草である「ストライガ」の防除がスーダン農業開発上

の重要課題の一つとして、同国内で長く研究課題として取り組まれてきたことが確認できた。

このため、研究の重要性と必要性を認識するスーダン人研究者は、プロジェクト関係者

（SUST、NCR、ARC）にとどまらず、Omdurman Islamic University といった他大学にも存在

し、共同研究として広く取り組まれている。プロジェクトのスーダン側代表の A.G.E.Babiker 

SUST 農学部教授は、ARC に籍を置いていたこともあり、ストライガ防除研究の第一人者と

してスーダン国内の研究ネットワークの中心におり、高いオーナーシップをもって、プロ

ジェクトが進められているといえる。本プロジェクト終了に伴い、日本側からの財政支援は

中止されるので、プロジェクト活動の維持に影響を及ぼすであろうが、これまでも長く独自

で進めてきたスーダン側研究者の知恵とオーナーシップに期待したい。 
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（2）SUST 研究者の人材育成 

４－２（3）で記述したように、ストライガ研究室の若手研究者の国外流出

6
もあり、成果 1

に係る SUST のストライガ研究者は、A.G.E.Babiker 教授及び Amani H.E.Hamad の 2 名のみで

ある。後者は、将来を嘱望されているが、現在は農学科長（Head, Department of Agronomy）

の職にあることから、残念ながら研究に割ける時間が制限されている。組織的な能力向上を

図る点からも、雑草研究センター（仮称）構想が期待される。 

                                                        
6
 高等教育を受けた人材の国外流出は、SUSTにとどまらず、協力機関のNCRでも日常的にみられる事象である。NCR所長に

よれば、それら人材の多くが中東産油国に行くが、高等教育機関での教育を期待されるので、研究機関よりも大学関係者が

望まれるとのこと。 



付付付付    属属属属    資資資資    料料料料    

 

１．M/M・合同評価報告書（英文）  

 

２．日本側・スーダン側課題担当分野リスト  

 

３．スーダン科学技術大学（SUST）組織図  
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